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まえがき 

 

金融所得一体課税と社会保障・税番号制度の導入に関する我々の研究と提言は、今回

8年目(8回目)になった。2007年以降ほぼ毎月1回のペースで例会を開催し、金融所得一

体課税の分野と、番号制度を中心にさまざまな提言を行ってきたが、それぞれ大きな進

展が見られ、報告書が何らかの貢献をしたのではないかと自負している。今回は、番号

制度に関する官民連携のあり方について、さまざまな提言をしていることが特色である。 

金融所得一体課税については、配当だけでなく公社債利子の一体化が実現し、残るは

預金利子所得だけとなった。今後は、2009 年来当研究会の報告書で具体案を提示して

きた、複数の金融機関にまたがる所得について、特定口座間の損益通算を確実かつ効率

的に行うシステムである金融所得確認システムの構築に向けての議論が進んでいくだ

ろう。その際には、後述するマイポータル・マイガバメントの活用がカギを握っており、

その具体案について報告書は具体的提言を行っている。 

加えて、2009年の報告書で具体的に提言した、自助努力で老後の資産形成を支援する

税制・年金制度である「日本版IRA」も、いろいろなメディアや有識者が取り上げ始め

ている。その背景には、公的年金制度やAIJ問題に端を発する企業年金基金の行き詰ま

りがあり、さらには1,500兆円の個人金融資産を有効に活用しようという経済戦略があ

る。NISAの拡充によるアプローチと、個人型401kの発展的解消など2つのアプローチが

考えられるが、社会保障の効率化が急務となる中で、自助努力を国家が支援することの

意義は大きい。 

番号制度の方は、「行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律」及び同関連法が国会で成立し、2016年から実施されることとなっている。

当研究会では、必ずしもその全貌が国民に十分理解されていない番号制度について、個

人番号そのものの問題、法人番号の問題、個人番号カードの問題、マイポータルやさら

にはマイガバメントの問題というコンセプトに分けて論点を整理し、その具体的な提言

を行っている。 

議論には、これまでと同様、学界、法曹界、シンクタンク、経済界の方々だけでなく、

証券・銀行両業界の方々、システムの専門家が参加し、実務を踏まえた内容となってい

るので、ぜひご一読いただきたい。 

最後に、研究会の運営、報告書の作成について、全面的にご尽力いただいた、株式会

社NTTデータ経営研究所の小笠原泰さん、小池瑠奈さん、馬場康郎さんには、本研究会

の事務局としていろいろとりまとめを行っていただいた。厚く御礼申し上げたい。 

 

2014年11月 

金融税制・番号制度研究会 座長 中央大学法科大学院教授 

森信茂樹 



 

 

 

金融税制・番号制度研究会について 

 

 当研究会は、森信茂樹中央大学法科大学院教授を座長として、金融所得一体課税、日

本版 IRA、社会保障・税番号制度の実現に向けた提言を行うことを目的とした研究会で

2006 年 9月に設立された。 

 参加委員は、銀行・証券などの金融機関、法曹、税法学者、経済団体、シンクタンク、

情報システム専門家などの有識者で構成され、行政のオブザーバーも参加している。税

理論の観点だけでなく、制度を導入・運用するための実務的な検討を行う点が特徴であ

る。 

 2006 年 9 月より金融税制一体課税の実現に向けた検討を行うことを目的に、「金融税

制研究会」として活動を開始し、2010 年 1 月より、名称を「金融税制・番号制度研究

会」に改称し、現在に至っている。 

 

研究会の活動について 

 

2006 年の活動開始以来、2014 年 11 月現在に至るまで、計 61 回の会合を開催し下記

の通り、毎年報告書を公表してきた。 

 

・ 「金融所得一体課税―その位置づけと導入にあたっての課題」（2007 年 10 月） 

・ 「金融所得一体課税～個人金融資産 1,500 兆円の活用に向けて～」（2008 年 10 月） 

・ 「金融所得一体課税の推進と日本版 IRA の提案」（2009 年 10 月） 

・ 「社会保障・税の共通番号制度の導入と民間利用のあり方」（2010 年 11 月） 

・ 「社会保障・税番号の導入と今後の課題」（2011 年 11 月） 

・ 「金融所得一体課税とマイナンバー制度の推進」（2012 年 11 月） 

・ 「社会保障・税番号制度の活用と官民連携のあり方」(2013 年 11 月) 

 

これらの報告書については、ジャパン・タックス・インスティチュートホームページ

（http://www.japantax.jp）や、金融庁ホームページ 

（http://www.fsa.go.jp/singi/zeiseikenkyu/siryou/20100611.html）で閲覧が可能で

ある。また、2010 年 8 月に、『金融所得一体課税の推進と日本版 IRA の提案』（社団

法人金融財政事情研究会）を出版した。 

 

なお、研究会が取りまとめた本報告書は、研究会としてのものであり、金融税制・番

号制度研究会のメンバーが所属する企業・団体としての意見を表明したものではない。 

http://www.japantax.jp/
http://www.fsa.go.jp/singi/zeiseikenkyu/siryou/20100611.html
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本報告書の要約 

 

1. 社会保障・税番号制度についての考え方 

当研究会では、社会保障・税番号制度（以下、番号制度という）が、効果的な政策、

効率的な行政、公平な社会の 3つを実現するために不可欠な社会基盤（インフラ）で

あり、これをどのように国民利便の観点から活用していくかという観点から、さまざ

まな政策の提言を行ってきた。 

2013 年 5 月に、「行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律」が成立し、マイナンバーは 2015 年 10 月以降に通知され、2016 年 1

月から利用される予定となっている。また、IT 戦略本部の下に設けられている「マ

イナンバー等分科会」において番号制度の具体的な活用についても検討されている。 

本年度は番号制度活用による 3つの社会の実現にむけて、それぞれの課題に係る検

討事項及び番号制度全体に関わる個人情報保護に係る検討事項に対して提言を行う。 

（1）効率的な社会を実現するための番号制度の民間利用 

（2）効果的な政策を実現するための番号制度の制度設計とユースケース 

（3）公平な社会を実現するための正確な所得把握と法定調書の拡充 

 (4) 個人情報保護と番号制度の利用促進の調和 

 

2. 効率的な社会を実現するための番号制度の民間利用 

① 番号制度の民間利用の促進 

番号制度の導入により行政事務の効率化等の効果が期待されるが、民間にとっては

導入に際して大きなコストがかかることが見込まれている。現行では、マイナンバー

の利用は社会保障・税・災害対策分野等に限られているが、コストに見合うメリット

を国民（納税者）や民間に及ぼすべく、国民や民間事業者による番号制度の利用（民

間利用）の観点から具体的な検討を進めていく必要がある。 

民間(国民)利用の拡大を考えるにあたっては、個人番号(マイナンバー)、法人番号、

マイナンバーが記載された個人番号カード、マイナンバーによって個人個人に設定さ

れるマイポータル・マイガバメント（仮称）の 4つをそれぞれ区別して考えることが

有益である。 

というのは、個人番号（マイナンバー）については個人情報保護等の観点から、利

用範囲の制限等が課されているのに対し、法人番号は広く一般に公表され、民間によ

る自由な利用も可能とされているからである。 
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また、個人番号カードは、事業者が顧客等からマイナンバーの提供を受ける際に行

う番号確認や本人確認に利用できるだけでなく、個人番号カードに搭載される公的電

子証明書による公的個人認証サービスの利用も考えられる。 

マイポータルについても、自らの特定個人情報を確認することや行政からのお知ら

せを受けることなどマイポータルそのものの利用に加え、電子私書箱や民間のサイト

であるオンラインバンキングなどと連携するマイガバメント(仮称)へ機能を拡張し

ていくことができれば、官民の様々なサービスへの連携が可能となる。 

 

このように、番号制度の民間利用の促進にあたっては、個人番号（マイナンバー）、

法人番号、個人番号カード、マイポータルのどの分野の議論であるか、明確に意識し

て議論することが必要である 

まず、個人番号(マイナンバー)である。マイナンバーの民間利用には、①法律上、

金融機関等の民間事業者に義務付けられる事務における利用、②金融商品の勧誘・販

売といった営業目的での利用、といった類型が考えられる。①に該当するものとして、

犯罪収益移転防止法上の不公正取引防止のための顧客口座の管理に活用すること等

が考えられ、利用目的を一つ一つ議論しながら法令によりその利用を認める「ホワイ

トリスト・アプローチ」をとることが望ましい。②に該当するものとしては、金融商

品の勧誘・販売のためにマイナンバーを用いて名寄せをすることなどが考えられるが、

プライバシー上の懸念を理由に慎重な意見もあることから基本的に認めるべきでは

ないと考えられる。 

一方、法人番号については、民間における幅広い活用が可能とされており、企業に

おける顧客情報の名寄せや民間事業者間の情報連携等に利用することが考えられる

ほか、法人番号をキーとしてホームページから法人の基本情報を入手すること等によ

り、顧客管理の高度化に繋げること等も考えられる。 

次に、個人番号カードである。個人番号カードについては、マイナンバーを確認し

ないことを前提として、免許証等に代わる本人確認手段としても用いることができる。 

また、2016 年 1 月より個人番号カードに搭載される公的電子証明書を利用した公

的個人認証サービスを民間事業者が利用できるようになる。公的個人認証サービスを

利用することで、金融機関の口座開設に当たっての本人確認等を電子的に行うことが

できるようになる。 

しかし、民間事業者が公的個人認証サービスを利用するためには以下のような負担

が生じることも想定される。 
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・検証者としての総務大臣の認定を受ける必要がある 

・電子証明書の失効確認を行うにあたり費用が発生する 

・地方公共団体情報システム機構との接続を行うための実装を行う必要がある 

今後、公的個人認証サービスの民間事業者での利用を促進するため、こうした負担

を軽減する方策を検討すべきである。 

最後に、マイポータルである。マイポータルについても、現行の番号法において民

間利用について制限はない。ただし、現行の仕組みではマイポータルを民間利用する

ことは難しく、マイポータルの機能を拡張したマイガバメント(仮称)というコンセプ

トによって民間利用のあり方の検討を進めることが考えられる。マイポータル・マイ

ガバメント(仮称)の民間利用が考えられるケースとして、まず、民間事業者からの通

知が考えられる。例えば、生命保険料控除証明や特定口座年間取引報告書等の金融機

関が顧客に対して発行・交付する税務上の各種書類に係る事務において、マイポータ

ル・マイガバメント(仮称)に当該データを送付することが考えられる。また、マイポ

ータル・マイガバメント(仮称)に送られた情報を、本人の許諾のもとで民間事業者の

手続きに利用することも考えられる。例えば、マイポータルに所得証明書の送付を受

け、その所得証明書を銀行における手続等に利用することが考えられる。 

 

図 番号制度の民間利用の検討
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② マイガバメント(仮称)の役割 

前述のとおり、番号制度による国民及び民間の利便性向上にあたっては、マイナン

バーに係る情報表示や行政サービスを提供するマイポータルを、官民の様々なサービ

スが利用可能となるマイガバメント(仮称)へ拡張することが重要となる。 

マイガバメント(仮称)とは、暮らしに係る利便性の高い官民のオンラインサービス

を、本人確認の連携等によりシームレスに利用し、電子的に完結させることを可能と

する仕組みで、マイナンバー等分科会中間報告等において提言されているものである。

例えば、マイガバメント(仮称)において、マイポータルに加えて、電子私書箱や官民

連動型のワンストップサービスなど民間が利用できるサービスの提供が想定されて

おり、国民及び民間の利便性向上に大きく寄与するものである。今後、マイガバメン

ト(仮称)による利便性向上に向け、本人確認に係る官民連携の整備や民間ポータルサ

イトとの連携、保険料支払証明等データの電子的な送付を認める法律上の整備が必要

となる。保険料支払等証明等データの電子的な送付が実現することにより、民間の負

担が軽減されるとともに、国税電子申告・納税システム(以下、「e-Tax」という)での

電子申告の利便性向上にも資することが期待される。さらに、マイガバメント(仮称)

等の仕組みを用いて、利用者の同意のもと、行政や民間事業者の情報を他の機関と連

携することも考えられる。 

 

3. 効果的な政策を実現するための番号制度の制度設計とユースケース 

① 金融所得一体課税の推進と番号制度の活用 

当研究会は、設立当初から金融所得一体課税の実現及びその具体的な実現方法を提

言してきた。 

2016 年 1 月より、金融所得一体課税の範囲が公社債等の利子所得にまで拡大され

ることとなった。今後、金融所得一体課税の範囲として、預貯金の利子やデリバティ

ブを含めることについても検討課題となっている。 

2016 年 1 月に公社債等の利子所得が金融所得一体課税の範囲に含まれるようにな

ると、複数の特定口座を保有するものが増加することが想定される。当研究会ではこ

れまで、複数金融機関の口座間で、特定口座（源泉徴収口座）を利用することで申告

不要で損益通算を行うための仕組みとして、「金融所得確認システム」を提案してき

た。本システムは、特定口座に登録されるマイナンバーを利用して、税務当局におい

て金融所得の損益通算を行い、損益通算結果を利用者が参照し、申告手続を行うもの

である。全納税者が一律に利便を享受できるようにするためには税務当局による対応
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が望まれるが、税務当局において「金融所得確認システム」を構築することは、ある

程度の時間がかかることが想定される。そこで、当研究会では、例えば、マイポータ

ルやマイガバメント(仮称)に「金融所得確認システム」を構築し、損益通算を行うこ

とを、新たな選択肢として提言したい。 

銀行と証券という異なる金融機関に発生する金融所得を納税者の方で通算して申

告不要とする、また損失が出た場合にはそれをｅ-Tax で申告するという効率的な制

度である特定口座の利便性を確保することは極めて重要であり、われわれの提言する

「金融所得確認システム」やそれに代わるマイポータル・マイガバメント(仮称)を活

用した仕組みの導入に向けて早急に検討すべきである。 
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図 金融所得確認システムのイメージ 

 

【凡例】下線：金融所得確認システムの導入前後で大きく変化する部分 

（出典：金融税制・番号制度研究会作成） 

図 マイガバメントに金融所得確認システムに代わる機能を設ける場合のイメージ

 

【凡例】下線：金融所得確認システムの導入前後で大きく変化する部分 

（出典：金融税制・番号制度研究会作成） 
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② 日本版 IRA の実現 

平成 26年度税制改正により、少額投資非課税制度（以下、NISA（ニーサ）という）

については、1年単位で取扱金融機関を変更することができるようになるなど、利便

性の向上が図られた。しかし、取扱金融機関の変更にあたって金融商品取引業者等変

更届出書の提出等の煩雑な手続きが必要であり、また変更も 1年単位でのみ認められ

るなど、課題は多い。マイナンバーを利用することで、提出書類を減らすことや複数

口座の開設を認めることを検討すべきである。 

また、当研究会では、より本格的に資産形成を促進する制度として、新たに老後の

資産形成に向けた自助努力を支援する国民共通の個人型の年金積立金非課税制度で

ある「日本版 IRA」の導入を提案してきた。諸外国の例を見ても、公的年金改革と私

的年金拡充は国際的な潮流であると言える。今後、自助努力を支援する政策の有力な

選択肢の 1つとして、NISA を発展的に拡充していくようなモデルとして、日本版 IRA

の早期実現を目指したい。 
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表 日本版 IRA の概要 

項目 内容 

目的  国民が国や企業に依存するのではなく、自助努力で資産形成

することを税制面から支援 

 個人単位で資産を管理することで、企業倒産による影響やポ

ータビリティの問題を解消 

 企業間や世代内の不公平の問題を解消し、雇用形態の多様化

（正規・非正規等）にも対応 

 国民共通の個人年金制度を整備しておくことで、現行複数に

分散している 3 階部分の年金制度を将来的に整理・統合する

際の受け皿として設置 

適用対象者  国内に住所を有する個人で、年齢が 20 歳以上 65 歳未満の者

を対象とし、職業や所属企業の区別なく、一律に適用 

運用方法・ 

運用対象商品 

 金融機関に専用の口座を開設 

 金融所得一体課税の対象に含めることを検討している金融商

品 

適用要件  5 年以上の管理・運用を行ったうえで、60 歳以後、定期にわ

たって払い出しを行うことを金融機関との間の契約とする仕

組み 

 上記要件に違反した場合、払い出しをした日以前 5 年以内に

生じた個人年金資産の運用益に対して遡及課税を実施（ただ

し、医療費や介護関連の支出といったやむを得ない場合は除

く） 

課税方法  拠出時課税、運用時・給付時非課税の TEE 型（Tは課税、Eは

非課税） 

 個人年金勘定において拠出をした金融資産から生ずる利子、

収益の分配または差益等に対して非課税 

拠出限度額  年間 120 万円程度を想定。「使い残し」は翌年以降に繰越し可

能 

制度導入時期  制度導入時期は、NISA の普及状況を見つつ検討 

課題  現行の 3階部分の個人単位の年金制度と新制度との関係整理 

 現行の 3 階部分の年金制度について、いつまでにどの制度を

整理・統合するのかという具体的かつ現実的な工程表の作成 

 年金原資を現在価値で（改めて課税することなく）新制度に

移管できる仕組み等、現行制度からの資産移行を円滑に進め

る方法の検討 

 当該制度の所管省庁の決定 

 拠出方法を、「任意時期積立方式」とするか「定期積立方式」

とするかについて、限度額管理のためのシステムの機能・費

用と合わせて検討が必要 

（出典：金融税制・番号制度研究会作成） 
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③ 納税者利便の向上 

2016 年 1月からマイナンバーの利用が始まると、税務当局が個人の所得情報等を、

効率的かつ、より正確に収集・名寄せすることが容易になる。そこで、当研究会が以

前から提言してきた「記入済み申告」制度の導入に向けた具体的検討を開始すべきで

ある。 

記入済み申告とは、雇用主や金融機関等の第三者機関から提出された情報（源泉徴

収票や支払調書等の資料情報）に基づいて、税務当局が納税者の所得金額や控除金額、

税額を申告書に事前に記入した上で納税者に提示して、納税者がその記入内容を確認

し必要に応じて修正することによって、申告が終了するという簡易な仕組みである。 

記入済み申告を導入することにより、税務当局の事務負担が軽減されると同時に、

納税者も簡易に申告を終えることが可能となることから給与所得者の自主申告制度

の導入に向けての道を開くことにもなりうる。 

なお、現状では法定調書の税務当局への提出期限は翌年 1月末に設定されるものが

多いため、税務当局による記入済み申告書の作成・送付が確定申告時期に間に合わな

くなる恐れがある。そこで、記入済み申告の実現にあたっては、スケジュールの変更

も含めて業務フローの変更も検討すべきである。 

また、e-Tax の利用に際して、現状では公的電子証明書の利用が必要であるが、納

税者の利便性向上の観点から、より簡便な認証手段を検討すべきである。例えば、デ

ンマークでは、「NemID」が導入されており、ユーザーIDまたは CPR 番号(デンマーク

の国民 ID番号)、パスワード、キーカードによるワンタイムパスワード、の 3つのみ

で個人認証を簡素に行うことができる。 

 

記入済み申告や日本版 IRA 等に係る情報を、マイポータルやマイガバメント(仮称)

を通じて適時適切に入手することができる、国民利便性を第一に考えたトータルな税

情報提供サービスの実現を提言したい。 

具体的には、金融所得確認システムで管理される口座情報、日本版 IRA の拠出・運

用状況、記入済み申告制度による納税者の所得情報、実額控除額等の情報がマイポー

タル上で、プッシュ型で通知・提供されるサービスである。 

こうした提言を実現させることで、各種実額控除など、国民にとって利便性の高い

納税者サービスを提供することができると考えられる。 

 

一方、記入済み申告制度の実現のためには、税務当局において相当な準備が必要と
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なることから、相当な時間を要することが想定される。 

記入済み申告制度が実現しない時期においても、番号制度を用いて確定申告に係る

納税者の利便性向上を図る工夫を行うべきである。例えば、税務当局が関与せずとも、

金融機関や自治体等から保険料等の支払いに係る証明データをマイポータル・マイガ

バメント(仮称)で受け、e-Tax の確定申告書にアプリを活用して転記する仕組みが考

えられる。将来的に、マイポータル・マイガバメント(仮称)で源泉徴収票や医療費支

払情報等を受領し、確定申告書に転記できるようになると、実質的に「記入済み申告

書」に近づくことが想定される。 

 

④ 給付付き税額控除の実現 

社会保障・税一体改革が進むなか、2014年4月の消費税率8％への引き上げに続き、

2015 年 10 月には消費税率 10％への引き上げが予定されている。 

消費税率の引き上げによる低所得者への負担軽減策として、軽減税率の導入が検討

されているが、富裕層も軽減税率の恩恵を受ける等低所得者への負担軽減策としての

政策効果が薄い点や税収の減少、適用範囲の線引きの難しさ等、種々の問題がある。

そこで、低所得者への負担軽減策として、給付付き税額控除の導入を検討すべきであ

る。給付付き税額控除については、マイナンバーの利用により具体的な制度設計が可

能となる。なお、実現にあたっては、国税当局、地方税当局の連携が不可欠であるこ

とから、e-Tax と eLTAX の連携強化を図ることが重要である。 

給付付き税額控除の類型としては様々なものがあるが、勤労による意欲を喪失させ

ないために、米国で導入されている「勤労税額控除」や「児童税額控除」を参考とし

た制度設計を行うべきである。 

軽減税率に変わる給付付き税額控除(消費税還付制度)の具体案については、東京財

団論考「消費税増税に伴う低所得者対策は軽減税率でよいのか―軽減税率に代わる給

付付き税額控除の具体案」（森信）を参照。

http://www.tkfd.or.jp/research/project/news.php?id=1328 

 なお、東京財団政策提言「給付付き税額控除 具体案の提言～バラマキではない『強

い社会保障』実現に向けて～」(森信等)も参照。

http://www.tkfd.or.jp/files/doc/2010-07.pdf 

 

4. 公平な社会を実現するための正確な所得把握と法定調書の拡充 

番号制度の導入により、個人の所得情報等の収集・名寄せが容易になることから正

http://www.tkfd.or.jp/research/project/news.php?id=1328
http://www.tkfd.or.jp/files/doc/2010-07.pdf
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確な所得の把握が実現し、より公平な社会保障制度の基盤になることが期待される。 

しかし、税務当局が把握していない情報については、番号制度の導入後も収集・名

寄せがなされるわけではないため、公平な社会を実現するためには、税務当局に提出

される資料情報の範囲を拡大する必要がある。この観点から、金融所得のうち資料情

報制度から外れている個人預貯金利子所得の情報を番号付きで入手することが課題

となる。 

諸外国と異なり、我が国においては、利子所得について現在源泉分離課税になって

おり、法定調書は求められていない。しかし今後無駄のない効果的な社会保障を行う

ためには、利子所得の把握を必要とする場面が想定される。利子所得を把握すること

で、資産の有無や多寡を推測することもができるようになることから、特定の社会保

障の提供時に、所得要件だけでなく資産(ストック)情報も加えていくことが可能とな

る。 

利子所得情報を法定調書に載せるためには、利子所得を申告分離課税に代える必要

があるが、このことは、金融所得一体課税の推進の観点（利子所得と株式譲渡損との

損益通算）からも必要とされる。 

また、個人の預金口座に付番することが政府部内で検討されている。税務における

利用に加え、マネーロンダリング対策等においても利用することが期待される。なお、

個人の預金口座への付番にあたっては、銀行の個人預金口座数が約 8億口座にも上る

点や、金融機関側から連絡を取ることが困難な顧客も存在することに留意し、税制上

のインセンティブを初めとした付番促進策を検討すべきである。 

なお、個人預金について、OECD の税に関する自動的情報交換のスキームにおいて、

非居住者については居住地国の税番号を取得することが義務付けられる予定であり、

日本の居住者についても外国で開設する預金口座についてはマイナンバーの告知が

必要となる。 

 また、正確な所得把握に加え、医療費控除等に係る利便性の向上等の観点から、医

療費支払情報に係る法定調書の導入を検討すべきである。なお、医療費控除そのもの

の廃止に係る意見があることについて留意する必要がある。 

 

5. 個人情報保護法改正と番号制度の利用促進の調和 

マイナンバーを用いて個人情報の追跡・名寄せ・突合が行われ、集積・集約された

個人情報が外部に漏えいする懸念があることから、マイナンバーの利用範囲が限定さ

れている。また、特定個人情報保護委員会による監視・監督や特定個人情報保護評価
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等の保護措置も設けられている。 

今後、マイナンバーの利用範囲拡大を行う上では、個人情報保護に十分に配慮すべ

きである。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

社会保障・税番号(マイナンバー)

制度の活用に向けた取組み 

（本編） 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

目 次 

 

1 社会保障・税番号制度についての考え方 .................................... 1 

2 効率的な社会を実現するための番号制度の民間利用―マイポータル・マイガバメン

ト(仮称)の活用 ............................................................. 3 

2.1 番号制度の民間利用の促進 ............................................ 3 

2.2 マイガバメント(仮称)の役割 .......................................... 6 

3 効果的な政策を実現するための番号制度の制度設計とユースケース ............ 8 

3.1 金融所得一体課税の推進と番号制度の活用 .............................. 8 

3.2 日本版 IRA の実現(NISA からの発展的拡充) ............................ 11 

3.3 納税者利便の向上 ................................................... 16 

3.4 給付付き税額控除の実現 ............................................. 21 

4 公平な社会を実現するための正確な所得把握と法定調書の拡充 ............... 23 

5 個人情報保護と番号制度の利用拡大の調和 ................................. 25 

6 金融税制・番号制度研究会 メンバー ..................................... 28 

7 研究会の開催内容 ...................................................... 29 

8 引用・転載について..................................................... 30 

 



 

1 

 

1 社会保障・税番号制度についての考え方 

社会保障・税番号制度（以下、「番号制度」という）については、2013 年 5 月 24

日、参院本会議にて、「行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律(以下、「番号法」という)」が可決・成立し、同月 31 日に公布され

た。 

番号制度の導入は、社会保障・税に関する制度の効率性と透明性を高め、国民に

とって利便性の高い公平・公正な社会を実現していくことを目指したものである。 

番号制度の導入スケジュールとしては、2015 年 10 月以降に個人番号（以下、「マ

イナンバー」という）が通知され、2016 年 1月から社会保障分野、税分野、災害対

策分野における行政手続きでマイナンバーの利用が開始される予定である。更に、

2017 年 1月以降、行政機関・自治体間での番号制度を活用した情報連携（情報提供

ネットワークシステム、マイポータルの運用）が開始されることとなっている。な

お、法律の施行後 3 年を目途として、マイナンバーの利用範囲、用途の見直しの検

討が行われる予定である。 

また、番号制度の導入を控え、政府の IT総合戦略本部マイナンバー等分科会や政

府税制調査会マイナンバー・税務執行ディスカッショングループ等において番号制

度の具体的な活用についても検討されている。 

 

当研究会では、番号制度が、効果的な政策、効率的な行政、公平な社会の 3 つを

実現するために不可欠な社会基盤（インフラ）であり、これをどのように国民利便

のために活用していくかという観点から、さまざまな政策の提言を行ってきた。番

号制度を活用することによって、社会保障・税の分野において、「効果的」・「効

率的」な行政を実現し、より正確な所得把握等により、真に手を差し伸べるべき者

にきめ細やかかつ的確な社会保障給付を行うことは、国家運営の大前提であると考

えている。今回の報告では、マイポータル・マイガバメント(仮称)の活用が大きな

役割を演ずるとの認識から、以下の検討課題に対して具体的な提言を行う。 

なお、番号制度の活用にあたっては、個人情報保護に関して十分な配慮が必要で

あることは言うまでもない。 

 

 ̧効率的な社会を実現するための番号制度の民間利用―マイポータル・マイガバ

メント(仮称)の活用 
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 ̧効果的な政策を実現するための番号制度の制度設計とユースケース 

 ̧公平な社会を実現するための正確な所得把握と法定調書の拡大 

 ̧個人情報保護と番号制度の利用促進の調和 

 

 

番号制度の導入にあたっては、行政と民間双方に相当のコストが生じることから、

行政や民間に生じるメリットがそのコストを上回るものとなるよう、十分な利用が

進められる必要がある。その際、マイポータル・マイガバメント(仮称)が極めて重

要なキーとなる。 

 

また、番号制度の制度設計とユースケースとして、金融所得一体課税の推進や日

本版 IRA の推進等について提言しているが、これらは社会保障・税制度全体を見据

えて検討を行うべきものである。番号制度の導入の場面だけでなく、今後の社会保

障制度・税制度を踏まえたグランドデザインを描く中で、十分な検討が進められる

ことを期待したい。 
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2 効率的な社会を実現するための番号制度の民間利用―マイポータ

ル・マイガバメント(仮称)の活用 

2.1 番号制度の民間利用の促進 

マイナンバーの利用範囲は、社会保障分野、税分野、災害対策分野における行政

手続に限られているが、従業員や顧客のマイナンバーの取得をはじめとして、民間

事業者においても相当な負担が生じる。コストに見合うメリットを国民(納税者)や

民間に及ぼすべく、国民や民間事業者による番号制度の利用(民間利用)の観点から

具体的な検討を進めるべきである。 

 

民間利用を考えるにあたっては、個人番号(マイナンバー)、法人番号、マイナンバ

ーが記載された個人番号カード、マイナンバーによって個人個人に設定されるマイポ

ータル・マイガバメント(仮称)の４つをそれぞれ区別して民間利用のあり方を考える

ことが有益である。 

というのは、個人番号（マイナンバー）については個人情報保護の観点から、利用

範囲の制限等が課されているのに対し、法人番号は広く一般に公表され、民間による

自由な利用も可能とされているからである。 

個人番号カードについては、マイナンバーを提供する際に事業者が行う番号確認や

本人確認に利用できるほか、マイナンバーの提供の有無に関わらず本人確認手段とし

て用いることも想定される。また、個人番号カードに搭載される公的電子証明書によ

る公的個人認証サービスを利用することも考えられる。 

マイポータルについても、自らの特定個人情報を確認することや行政からのお知ら

せを受けることなどマイポータルそのものの利用に加え、電子私書箱や民間のサイト

であるオンラインバンキングなどと連携するマイガバメント(仮称)へ機能を拡張し

ていくことができれば、官民の様々なサービスへの連携が可能となる。 

このように、番号制度の民間利用の促進にあっては、個人番号(マイナンバー)、法

人番号、個人番号カード、マイポータル等のどの分野の議論であるか、明確に意識し

て議論することが必要である。 

 

まず、個人番号（マイナンバー）である。マイナンバーの民間利用については、①
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法律上、金融機関等の民間事業者に義務付けられる事務における利用、②金融商品の

勧誘・販売といった営業目的での利用、といった類型が考えられる。①に該当するも

のとしては、犯罪収益移転防止法上の不公正取引防止のための顧客口座の管理に活用

すること等が考えられ、利用目的を一つ一つ議論しながら法令によりその利用を認め

る「ホワイトリスト・アプローチ」をとることが望ましい。②に該当するものとして

金融商品の勧誘・販売のために番号を用いて名寄せをすることなどが考えられるが、

プライバシー上の懸念を理由に慎重な意見もあることから基本的に認めるべきでは

ないと考えられる。 

一方、法人番号については、民間における幅広い活用が可能とされており、企業に

おける顧客情報の名寄せや民間事業者間の情報連携等に利用することが考えられる

ほか、法人番号をキーとして当局のホームページから法人の基本情報を入手すること

等により、顧客管理の高度化に繋げること等も考えられる。 

次に、個人番号カードである。個人番号カードについては、マイナンバーを確認し

ないことを前提として、免許証等に代わる本人確認手段としても用いることができる。 

また、個人番号カードに搭載される公的電子証明書を利用した公的個人認証サービ

スを民間事業者が利用できるようになる。 

民間事業者が公的個人認証サービスを利用することで、現状では免許証等の公的証

明書の提示・添付によって行う本人確認を電子的に行うことができるようになる。例

えば、顧客がオンライン上で金融機関の口座開設を申し込む際に、公的個人認証サー

ビスの電子証明書を本人確認手段として用いることで、申込みに必要な書類の削減や、

口座開設までの期間の短縮が期待される。顧客がインターネットバンキングにログイ

ンする際に公的個人認証サービスを利用することで、成りすまし等のリスクが軽減さ

れることが期待される。 

なお、民間事業者が公的個人認証サービスを利用するためには以下のような負担が

生じることも想定される。 

・検証者として総務大臣の認定を受ける必要がある 

・電子証明書の失効確認を行うにあたり費用が発生する 

・地方公共団体情報システム機構との接続を行うための実装を行う必要がある 

今後、公的個人認証サービスの民間事業者での利用を促進するため、こうした負担

を軽減する方策を検討すべきである。 

最後に、マイポータルである。マイポータルについても、現行の番号法において民

間利用について制限はない。ただし、現行の仕組みではマイポータルを民間利用する
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ことは難しく、マイポータルの機能を拡張したマイガバメント(仮称)というコンセプ

トによって民間利用のあり方の検討を進めることが考えられる。マイポータル・マイ

ガバメント(仮称)の民間利用が考えられるケースとして、まず、民間事業者からの情

報の送付が考えられる。例えば、生命保険料控除証明や特定口座年間取引報告等の金

融機関が顧客に対する税務上の各種書類の発行・交付を軽減するためにマイポータ

ル・マイガバメント(仮称)に当該データを送付することが考えられる。また、マイポ

ータル等に送付された情報を、本人の許諾のもとで民間事業者の手続きに利用するこ

とも考えられる。例えば、行政機関が公的証明書のデータをマイポータルに送付し、

利用者が当該データを利用して金融機関に住宅ローン等の申込みを行うことが考え

られる。 

 

こうした観点から、今後、民間事業者にとってメリットとなる番号制度の具体的な

活用方法について、さらに検討を進めていく必要がある。現行法において民間事業者

による活用が制限されているものについても、活用によるメリットとコストを検討し

つつ、制限の見直しに向けた検討を行うべきである。 

 

図 1 番号制度の民間利用の検討 
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2.2 マイガバメント(仮称)の役割 

前述のとおり、番号制度による国民及び民間の利便性向上にあたっては、マイナ

ンバーに係る情報表示や行政サービスを提供するマイポータルを、官民の様々なサ

ービスが利用可能となるマイガバメント(仮称)へ拡張することが重要となる。 

マイガバメント(仮称)は、暮らしに係る利便性の高い官民のオンラインサービス

を、本人確認の連携等によりシームレスに利用し、電子的に完結させることを可能

とする仕組みで、マイナンバー等分科会中間報告等において提言されているもので

ある。 

 

図 2 マイナンバー等分科会中間とりまとめ(抄) 
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例えば、マイガバメント(仮称)において、マイポータルに加えて、国税電子申告・

納税システム(以下、「e-Tax」という)、主に民間からの情報を受け取るサービスで

ある電子私書箱、官民連動型のワンストップサービスなど民間が利用できるサービ

スの提供が想定されており、国民及び民間の利便性向上に大きく寄与するものであ

る。 

マイガバメント(仮称)の実現により、官民双方に関わるワンストップサービスの

提供や、官だけでなく民からのプッシュ型サービスの提供等が実現する。例えば、

引越し等のライフイベントが起こった場合に、マイポータルを経由する行政への住

所変更届の提出と合わせて、電力会社・ガス会社・金融機関等への住所変更の通知
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をワンストップで行うことが可能となる。 

 

その他、マイガバメント(仮称)を活用した民間利用が考えられるユースケースと

して、例えば、電子私書箱に生命保険料控除証明や住宅ローン残高証明、源泉徴収

票等を送付することで、各種証明書の印刷と郵送にかかるコストを軽減することが

考えられる。そのためには電子私書箱に証明書を送付する場合には、各種証明書の

郵送が不要となるよう必要な法改正を行う必要がある。また、詳細は 3.3 において

記載するが、電子私書箱に送付されたデータを e-Tax に転記することで、確定申告

に係る納税者の利便性向上を図ることも期待される。さらに、マイガバメント(仮称)

等の仕組みを用いて、利用者の同意のもと、行政や民間事業者の情報を他の機関と

連携することも考えられる。例えば、行政が、死亡情報を入手した場合、金融機関

等にその情報を通知することが考えられる。 

 

今後、マイガバメント(仮称)の実現による国民及び民間の利便性向上に向けて、

本人確認等に係る官民連携の基盤の構築や民間のポータルサイトとの連携なども含

めて検討が進められることを期待したい。 
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3 効果的な政策を実現するための番号制度の制度設計とユースケー

ス 

3.1 金融所得一体課税の推進と番号制度の活用 

金融所得一体課税は、金融資産から生じる所得（以下、「金融所得」という）を勤

労所得と分離して、その中で損益通算を行い、同一の税率で分離課税するというも

ので、世界の税制の潮流ともいえる二元的所得税の考え方に基づくものである。 

金融所得一体課税の実現は、国民が投資に対してリスクテイクしやすい環境の整

備に資するものとなり、国民の貯蓄・投資を促進し、限られた金融資産を活用する

ことを通じた経済成長に資するとして、当研究会は、設立当初から金融所得一体課

税の実現と具体的な実現方法を提言してきた。 

2016 年 1月から導入される番号制度は、金融所得一体課税の実現に当たって重要

なインフラとなりうるものである。番号制度の導入を控え、金融所得一体課税の実

現に向けてさらに検討が進められることを期待したい。 

 

金融所得一体課税の範囲については、2016 年 1月より、公社債等の利子所得にま

で拡大されることとなり、金融所得一体課税の実現に向けて大きく前進した。今後

は、金融所得一体課税の範囲として、預貯金の利子を含めることについても検討課

題となっている。また、デリバティブを含めることについては、意図的な租税回避

の防止の観点から、認められるものの範囲を、金融庁などを含めて意見調整してス

キームを構築する必要があると考えている。 

 

2016年1月に公社債等の利子所得が金融所得一体課税の範囲に含まれるようにな

ると、複数の特定口座を保有するものが増加することが想定される。当研究会では、

これまで、複数金融機関の口座間で、特定口座（源泉徴収口座）を利用することで

申告不要で損益通算を行うための仕組みとして、「金融所得確認システム」を提案し

てきた。本システムは、①各金融機関が提出した資料情報を基に、税務当局が名寄

せし損益通算を自動的に行う機能、②損益通算結果を納税者がインターネット上で

確認することで申告を不要とする機能の二つからなる。 

このシステムは、特定口座（源泉徴収口座）制度の中で創設することが現実的で、



 

9 

 

特定口座に登録されるマイナンバーを利用することにより、口座間の名寄せが確実

かつ効率的に実施できる。本システムを利用することで、確定申告を行うことなく

複数口座の損益通算が可能となる。現行制度上は、銀行口座に利子所得があり証券

口座に譲渡損失がある場合、申告によらなければ損益通算ができないが、特定口座

の持つ申告不要というメリットを生かすためには、システムを活用して損益通算を

行うことができるよう工夫をする必要がある。もっとも、損失繰越または還付申告

を行うためには、e-Tax が必要であることは言うまでもない。 

当研究会は長年、「金融所得確認システム」を提言してきたが、全納税者が一律に

利便を享受できるようにするためには税務当局による対応が望まれるものの、税務

当局がそれを構築するには相当の時間を要するであろう。そこで、マイポータルま

たはマイガバメント(仮称)において「金融所得確認システム」と同等の仕組みを構

築し、損益通算を行うことを、今回、新たな選択肢として提言したい。 

金融所得を申告不要とする効率的な制度である特定口座の利便性を確保すること

は極めて重要であることから、「金融所得確認システム」やそれに代わるマイポータ

ル・マイガバメント(仮称)を活用した仕組みの導入に向けて早急に検討すべきであ

る。 
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図 3 金融所得確認システムのイメージ 

 

【凡例】下線：金融所得確認システムの導入前後で大きく変化する部分 

（出典：金融税制・番号制度研究会作成） 

図 4 マイガバメントに金融所得確認システムに代わる機能を設ける場合のイメージ

 

【凡例】下線：金融所得確認システムの導入前後で大きく変化する部分 

（出典：金融税制・番号制度研究会作成） 
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3.2 日本版 IRA の実現(NISA からの発展的拡充) 

2014 年より開始された少額投資非課税制度(以下、「NISA」という)については、

平成 26 年度税制改正において、1 年単位で取扱金融機関の変更が可能になるなど。

利便性の向上が図られた。 

しかし、取扱金融機関の変更にあたっては金融商品取引業者等変更届出書の提出

した後、非課税管理勘定廃止通知書を受領し及びそれを添付して非課税口座開設届

出書を提出しなければならず、煩雑な手続きが必要となっている。また、口座開設

にあたっては重複口座確認のために住民票の写し等が必要であることや、損益通算

や繰越控除ができないこと、そもそも NISA は 10 年間の時限措置とされていること

など様々な課題がある。今後、NISA の利便性の更なる向上のため、検討を進めるべ

きである。 

特に、口座開設時の税務当局による NISA の重複口座確認については、マイナンバ

ーを用いることとし、住民票の写し等の提出を不要とすべきである。また、複数口

座開設を認めることについても検討すべきである。 

 

当研究会では、より本格的に資産形成を促進する制度として、新たに老後の資産

形成に向けた自助努力を支援する国民共通の個人型の年金積立金非課税制度である

「日本版 IRA」の導入を提案してきた（表 1）。日本版 IRA は、20 歳以上 65 歳未満

の者を全て対象として非課税口座を設け、退職後の生活のために行う投資について

一定の限度額の範囲で、「個人単位」で拠出時課税、運用・給付時非課税とし、損益

通算も可能な制度で、現行の公的年金や企業年金を補完し自助努力での資産形成を

支援するものである。 

今後安倍政権のもとで、自助努力を支援する政策の有力な選択肢の 1 つとして、

NISA を発展的に拡充していくようなモデルとして、日本版 IRA の早期実現を目指し

たい。 

 

社会保障制度改革国民会議の報告書において、「公的年金の給付水準の調整を補う

私的年金での対応への支援も含めた検討も併せて行うことが求められる」と盛り込

まれたことからも、少子高齢化の流れの中で、公的年金の役割の縮小は避けがたく、

多くの国民にとって私的年金制度を通じた資産形成の拡充が必要となる。 

しかし、現行の確定拠出年金においては、加入対象者や中途の引き出し、掛金の
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上限、年金間のポータビリティ等が制限されていることから、広く普及していると

は言い難い状況にある。また、伝統的な企業年金である確定給付型の加入者数の減

少を、確定拠出年金加入者増では相殺しきれず、企業年金全体の加入者数も低下・

横ばい傾向になっている。非正規雇用の増加など、働き方の多様化も進んでいる。

社会保障審議会企業年金部会において、企業年金改革の議論が進められているほか、

個人型確定拠出年金の適用範囲拡大についても検討されているところではあるが、

幅広い国民が利用可能な日本版 IRA も含め、私的年金制度を拡充させることの重要

性が一層高まっている。なお、拠出時課税、運用・給付時非課税の制度として、勤

労者財産形成促進制度(財形制度)がすでに存在しているが、契約件数、残高ともに

減少傾向にあり、十分に活用されているとは言い難い状況にある。 

諸外国においても、公的年金改革と私的年金拡充策が講じられている。米国にお

いては公的年金について、支給開始年齢の引き上げ、高所得の受給者に対する課税

が行われる一方、任意の個人向け確定拠出型年金の拡充が行われた。また、英国に

おいては、私的年金への自動加入措置が導入され、被用者は脱退を申し出ない限り、

私的年金に自動加入することとなった。また、豪州では従業員の私的年金への強制

加入が導入された。私的年金拡充は国際的な潮流であると言える。 

将来的には、日本版 IRA を自助努力による様々な資産形成制度を包摂した制度と

して機能させることも念頭に置いていきたい。 

日本版 IRA の運用にあたっては、既存の特定口座の中に、非課税対象の資産や所

得を別管理できる勘定を設けることが考えられる。番号制度を利用することで、拠

出総額が限度額を超えないように正確に管理することが可能となるため、複数の金

融機関の口座に分散させて管理することが可能となる。 
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表 1 日本版 IRA の概要 

項目 内容 

目的  国民が国や企業に依存するのではなく、自助努力で資産形成

することを税制面から支援 

 個人単位で資産を管理することで、企業倒産による影響やポ

ータビリティの問題を解消 

 企業間や世代内の不公平の問題を解消し、雇用形態の多様化

（正規・非正規等）にも対応 

 国民共通の個人年金制度を整備しておくことで、現行複数に

分散している 3 階部分の年金制度を将来的に整理・統合する

際の受け皿として設置 

適用対象者  国内に住所を有する個人で、年齢が 20 歳以上 65 歳未満の者

を対象とし、職業や所属企業の区別なく、一律に適用 

運用方法・ 

運用対象商品 

 金融機関に専用の口座を開設 

 金融所得一体課税の対象に含めることを検討している金融商

品 

適用要件  5 年以上の管理・運用を行ったうえで、60 歳以後、定期にわ

たって払い出しを行うことを金融機関との間の契約とする仕

組み 

 上記要件に違反した場合、払い出しをした日以前 5 年以内に

生じた個人年金資産の運用益に対して遡及課税を実施（ただ

し、医療費や介護関連の支出といったやむを得ない場合は除

く） 

課税方法  拠出時課税、運用時・給付時非課税の TEE 型（Tは課税、Eは

非課税） 

 個人年金勘定において拠出をした金融資産から生ずる利子、

収益の分配または差益等に対して非課税 

拠出限度額  年間 120 万円程度を想定。「使い残し」は翌年以降に繰越し可

能 

制度導入時期  制度導入時期は、NISA の普及状況を見つつ検討 

課題  現行の 3階部分の個人単位の年金制度と新制度との関係整理 

 現行の 3 階部分の年金制度について、いつまでにどの制度を

整理・統合するのかという具体的かつ現実的な工程表の作成 

 年金原資を現在価値で（改めて課税することなく）新制度に

移管できる仕組み等、現行制度からの資産移行を円滑に進め

る方法の検討 

 当該制度の所管省庁の決定 

 拠出方法を、「任意時期積立方式」とするか「定期積立方式」

とするかについて、限度額管理のためのシステムの機能・費

用と合わせて検討が必要 

（出典：金融税制・番号制度研究会作成） 
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表 2 NISA と日本版 IRA の比較表 

（出典：金融税制・番号制度研究会作成） 

 

項目 NISA 日本版 IRA 

目的 ・「貯蓄から投資への」流れを促進す

る方策の一つとして、小口投資家層に

投資のインセンティブを付与するこ

とで投資家の裾野を拡大することを

目的とする 

・国民が国や企業に依存するのではな

く、自助努力で資産形成することを税

制面から支援することを目的とする 

・個人単位で資産を管理することで、

企業倒産による影響やポータビリティ

の問題を解消 

・企業間や世代内の不公平の問題を解

消し、雇用形態の多様化（正規・非正

規等）にも対応 

・国民共通の個人年金制度を整備して

おくことで、現行複数に分散している 3

階部分の年金制度を将来的に整理・統

合する際の受け皿として設置 

運用方

法・ 

運用対

象商品 

・金融機関に専用の口座を開設 

・原則として 1人 1口座（証券会社と

銀行にそれぞれ開設することは不可） 

・上場株式、公募株式投資信託等 

・金融機関に専用の口座を開設 

・複数の非課税口座を開設可能 

・金融所得一体課税の対象に含めるこ

とを検討している金融商品を幅広く対

象とする 

課税方

法 

・拠出時課税、運用時・給付時非課税

の TEE 型（Tは課税、Eは非課税） 

・非課税口座において当該口座を開設

した日の属する年の 1月 1日から 10

年内に生ずる公募株式投資信託・上場

株式等に係る配当所得及び譲渡所得

に対して非課税 

・拠出時課税、運用時・給付時非課税

の TEE 型（Tは課税、Eは非課税） 

・非課税口座に拠出した金融資産から

生ずる利子、収益の分配または差益等

に対して非課税 

拠出限

度額 

・年間 100 万円までが非課税。最大 5

年分計 500 万円が非課税 

・「使い残し」の翌年度移行への繰越

しは不可能 

・年間 120 万円程度を想定 

・「使い残し」の翌年度移行への繰越

しが可能 
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表 3 米国 IRA と日本版 IRA の比較表 

（出典：金融税制・番号制度研究会作成） 

項目 米国 IRA(伝統的 IRA) 日本版 IRA 

対象者 ・所得がある者、または所得がある者

の配偶者で、70.5 歳未満の者 

・ 国内に住所を有する個人で、年齢が

20歳以上 65歳未満の者を対象とし、職

業や所属企業の区別なく、一律に適用 

運用方

法・ 

運用対

象商品 

・金融機関に専用の口座を開設 

・金融商品を幅広く対象とする 

・金融機関に専用の口座を開設 

・金融商品を幅広く対象とする 

課税方

法 

・拠出時・運用時非課税、給付時課税

の EET 型（Tは課税、Eは非課税） 

・拠出時課税、運用時・給付時非課税

の TEE 型（Tは課税、Eは非課税） 

拠出限

度額 

・年間 5,500 ドル(50 歳以上の個人は

追加で 1,000 ドル拠出可)  

・拠出原資は勤労等による所得に限定

される(利子、配当収入等は原資にす

ることはできない) 

・年間 120 万円程度を想定 

・拠出原資について制限はない。 
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3.3 納税者利便の向上 

(1)  記入済み申告制度の実現 

2016年1月からマイナンバーの利用が始まると、税務当局がマイナンバーを活用する

ことで個人の所得情報を、効率的かつ、より正確に収集・名寄せすることが容易になる。

そこで、当研究会が以前から提言してきた「記入済み申告」制度の導入に向けた具体的

検討を開始すべきである。 

 

記入済み申告制度とは、雇用主や金融機関等の第三者機関から提出された情報（源泉

徴収票や支払調書等の資料情報）に基づいて、税務当局が納税者の所得金額や控除金額、

税額を申告書に事前に記入して納税者に提示し、納税者がその記入内容を確認し、必要

に応じて修正することによって、申告が終了するという簡易な仕組みである。 

記入済み申告制度を我が国に導入することのメリットとして、納税者の納税事務コス

トの削減や税務当局の事務の効率性向上にもつながる。e-Tax の普及は近年徐々に進ん

できている状況にあるが、紙ベースの申告もまだ多く存在しているため、現状では、税

務署で申告書を受領した後に、記入漏れ、添付書類からの転記ミス、計算間違い等の納

税者のミスをチェックすることに膨大な事務負担がかかっている。記入済み申告が導入

されることにより、国税当局の申告書の収受に伴うこうした事務負担が大幅に削減され

る。 

また、記入済み申告制度は、給与所得者の自主申告制度の導入に向けての道を開くこ

とにつながる。自主申告制度を導入することは、納税者と税務当局の申告や事務負担の

増加を意味することから従来は現実的な選択肢とは考えられなかった。しかし、記入済

み申告制度を導入することができれば、税務当局の事務負担は軽減され、税務当局側で

把握している資料情報を納税者にまとめて提示することができるため、納税者としても

簡易に申告を終えることができ、納税者利便の向上につながる。 

記入済み申告は、税務当局が資料情報に基づいて作成し、納税者に提示するものであ

ることから、資料情報の種類と提出時期が重要なポイントとなる。現状のスケジュール

では、資料情報の提出は、資料情報の対象となる年の翌年1月末が期限となっており、

申告時期は2月中旬から3月中旬までとなっている。記入済み申告の作成は、資料情報

の提出後になされることから、現状のスケジュールを前提とすると、申告時期に間に合

わなくなる恐れがある。そこで、申告時期の見直しを含め、税務当局の業務フローの改

善についても検討する必要がある。 
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(2)  e-Taxの利便性向上 

納税者の利便性向上にあたっては、現行のe-Tax の利用に関する手続きを簡素化する

必要がある。現在、e-Taxを利用するためには、e-Taxの「利用者識別番号」を取得する

とともに、公的電子証明書の利用が必須となっている。紙での確定申告は、認印で済む

にも関わらず、電子での確定申告においては印鑑証明に相当する公的電子証明書が必要

となっている。こうした公的個人認証による電子証明書の要求は、現在の電子申告の普

及の障害となっている可能性が高い。 

従って、諸外国の例を参考としつつ、公的個人認証の利用を必須とするのではなく、

より簡便な認証手段の導入を検討すべきである。 

例えば、韓国においては電子申告を行うに当たってはワンタイムパスワードのみで個

人認証ができるようになっている。また、デンマークでは、「NemID」が導入されており、

ユーザーID または CPR 番号(デンマークの国民 ID 番号)、パスワード、キーカードによ

るワンタイムパスワード、の3つのみで個人認証を簡素に行うことができる。 

 

(3)  官民連携による納税者サービスの向上 

当研究会は、記入済み申告や日本版IRA等に係る情報を、マイポータル・マイガバメ

ント(仮称)の活用による、国民利便性の高いトータルな税情報提供サービス(納税者ポー

タル)を提言したい。具体的には、金融所得確認システムで管理される口座情報、日本版

IRA の拠出・運用状況、記入済み申告制度による納税者の所得情報、教育・医療・寄付

金等の実額控除額等の情報がマイポータル又はマイガバメント(仮称)上にてプッシュ型

で通知・提供されるサービスである。 

国や地方自治体、年金機構や、様々なステークホルダーから税・社会保障に関する情

報を収集している。さまざまな社会保障給付に関する情報、従業員の給与所得情報、金

融機関からの金融取引に係る情報などである。今後は、マイナンバーを用いてこれらの

情報を名寄せしマイポータル・マイガバメント(仮称)を通じて公開することで、納税者

は、自身の各種情報をトータルで把握することができるようになる。 

こうした提言を実現させることで、税制の面では、国民にとって利便性の高いさまざ

まな納税者サービスや政策を提供することができると考えられる（図5）。 



 

18 

 

図 5  納税者ポータルのイメージ 

 

 

（出典：金融税制・番号制度研究会作成） 
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(4)  記入済み申告制度の実現に向けたステップ 

3.3(1)において提言した記入済み申告制度を実現するためには、税務当局において相

当な準備が必要となると想定される。そこでその間、記入済み申告制度の前段階として、

番号制度等を用いて新たな納税者サービスを提供することが望ましい。 

 

税務当局の直接的な関与がなく、納税者が確定申告に必要な情報を電子的に受け取り、

それを自動的にe-Taxの確定申告書に転記できる仕組みを構築することは、確定申告に

係る納税者の負担を軽減することができ、税務当局にも事務負担の軽減につながる。 

具体的には、源泉徴収票や各種支払証明書等に係るデータをマイポータルや電子私書

箱で受け取り、それをe-Taxの確定申告書に転記する方法が考えられる。マイポータル

や電子私書箱で受け取る情報の種類を増やし、アプリを活用することで、実質的に記入

済み申告に近いものを実現することができる。 

国民健康保険料証明等の行政機関が送付するデータについてはマイポータルに、源泉

徴収票や生命保険料控除証明書等の民間事業者が送付するデータについてはマイガバメ

ント(仮称)上の電子私書箱で受け取ることができるよう、マイポータル、電子私書箱、

e-Taxを連携させる仕組みを構築することが必要となる。 

マイポータルや電子私書箱で受け取る情報として、まず、各種支払証明書等を受け取

ることが考えられる。その後、源泉徴収票や医療費支払情報を受け取ることができるよ

うにする。なお、金融所得については、税務当局側に「金融所得確認システム」が設置

されると金融機関をまたがる損益通算の必要な特定口座(源泉徴収口座)の金融所得につ

いては申告を行う必要がなくなる可能性がある。 

 

マイポータルや電子私書箱を用いて記入済み申告に近いものを実現する場合には、以

下の点に留意する必要がある。 

 

 ̧マイポータル等への送付に対する法的効果 

 マイポータルや電子私書箱への送付が行われた場合においても、各種証明書の紙で

の郵送が求められる場合、民間事業者にとって二度手間になることから、大きな負担

となるのでこれを改める必要がある。 

 ̧申告書への転記情報の網羅性 

 マイポータルや電子私書箱への送付については、利用者からの申し出によってなさ
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れることが考えられるが、申し出を行わなかった民間事業者から、従来通り郵送で送

付される情報については、納税者自身が申告書に記入する必要がある。また、複数の

民間事業者から送付される情報を合算して転記する場合、当該情報に関わる全ての民

間事業者からの情報が送付された後に合算・転記する必要がある。 

 

図 6 個人の税務における「記入済み申告」の実現に向けたロードマップ(案)  

 

 

（出典：金融税制・番号制度研究会作成） 
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3.4 給付付き税額控除の実現 

給付付き税額控除については、これまでも議論が進められてきたところであるが、消

費税率の10％への引き上げが2015年10月に迫っていることや、番号制度の導入により

具体的な制度設計が可能となることから、より具体的な検討を早急に行うことが望まし

い。 

消費税逆進性対策として、軽減税率の導入が検討されているが、富裕層も軽減税率の

恩恵を受ける等低所得者への負担軽減策としての政策効果が薄いことや、軽減税率の適

用範囲の線引きが難しいこと、税収の減少が見込まれること、事業者の事務負担や税務

執行コストが増大することなど、種々の問題がある。一方、給付付き税額控除は一定所

得以下の納税者・世帯だけを対象とするものであり、効果的・効率的な低所得者対策で

あるため、給付付き税額控除の早急な具体案作りが望まれる。 

軽減税率に変わる給付付き税額控除(消費税還付制度)の具体案については、東京財団

論考「消費税増税に伴う低所得者対策は軽減税率でよいのか―軽減税率に代わる給付付

き税額控除の具体案」（森信）を参照。

http://www.tkfd.or.jp/research/project/news.php?id=1328 

 

図 7 給付付き税額控除に係る具体案 

注 ｢簡素な給付措置｣は、暫定措置として消費税率8％への引上げ時に行われたもの。詳

細は上記東京財団政策提言参照。 

 

なお、東京財団政策提言「給付付き税額控除 具体案の提言～バラマキではない『強い

社会保障』実現に向けて～」(森信等)も参照。

http://www.tkfd.or.jp/files/doc/2010-07.pdf 

http://www.tkfd.or.jp/research/project/news.php?id=1328
http://www.tkfd.or.jp/files/doc/2010-07.pdf
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低所得者対策としての給付付き税額控除は、実質的に「消費税還付制度」といえるも

ので、簡素な制度としていくことが必要である。 

 

この制度の導入にも多くの課題がある。給付付き税額控除を正確に執行するには、世

帯の所得を正確に捕捉する必要があるので、マイナンバーの活用が不可欠である。消費

税率の引き上げが2015年10月、マイナンバーが導入されるのが2016年1月なので、法

定調書の収集スケジュールを考慮すると、2017年度からの開始とならざるをえない。そ

れまでの間は、｢簡素な給付措置｣で対応する必要がある。なお、実現にあたっては、国

税当局、地方税当局の連携が不可欠であることから、e-TaxとeLTAXの連携強化を図る

ことが重要である。 

しかしいったんこのような制度が導入されれば、将来的に、児童手当など他の制度と

整合性を取りながら、子育て支援やワーキングプア対策にも活用できる。わが国の所得

再分配がうまく行われていないという批判が根強くあるが、これをうまく活用すれば、

子供の貧困率などの低下にも効果がある。所得再分配は、成長戦略と両立させるべき重

要な政策課題である。 
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4 公平な社会を実現するための正確な所得把握と法定調書の拡充 

番号制度の導入により、所得情報等の収集・名寄せが容易になることから、税務当局

における正確な所得把握の実現が期待される。 

しかしながら、税務当局が把握していない所得情報等については、番号制度の導入後

も収集・名寄せの対象にならないことから、より正確な所得情報を把握し、公平な社会

を実現するためには、税務当局に提出される資料情報の範囲を拡大することが必要とな

る。この観点から、金融所得のうち資料情報制度から外れている個人預金に係る利子所

得の情報を番号付きで入手することが課題となる。 

 

米国、英国を始めとする諸外国において、個人の預金に係る利子所得も法定調書の対

象となっているが、我が国においては源泉分離課税となっていることもあり、法定調書

の対象となっていない。 

しかし今後無駄のない効果的な社会保障を行うためには、利子所得の把握を必要とす

る場面が想定される。利子所得を把握することで、資産の有無や多寡を推測することも

ができるようになることから、特定の社会保障の提供時に、所得要件だけでなく資産(ス

トック)情報も加えていくことが可能となる。 

利子所得情報を法定調書に載せるには、利子所得を申告分離課税に代えていく必要が

あるが、このことは、金融所得一体課税の推進の観点（利子所得と株式譲渡損との損益

通算）からも必要とされる。 

 

また、個人の預金口座に付番することが政府部内で検討されている。個人の預金口座

への付番により、税務における利用に加え、マネーロンダリング対策等においても利用

することが期待される。なお、個人の預金口座への付番にあたっては、個人預金口座数

が約8億口座にも上る点や、金融機関側から連絡を取ることが顧客も存在することに留

意し、付番促進策を検討すべきである。付番促進策としては、税制上のインセンティブ

の付与や銀行データと政府データのマッチング(銀行が保有する名前、生年月日、住所等

のデータを政府に送付し、政府側から該当者のマイナンバーを受領する方法)、付番され

ていない口座への利用制限等が考えられるが、それぞれのメリット・デメリットを考慮

して検討を進めるべきである。 

 

なお、預金口座と番号制度については、海外の動向にも留意する必要がある。 
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ひとつは、2014年7月1日運用の始まった米国の外国口座税務コンプライアンス法

(FATCA)である。これにより、我が国の金融機関においても、米国市民等の納税者番号、

口座残高等を米国内国歳入庁に送付することが求められ、米国市民等の分については納

税者番号を付番することが求められている。 

また、現在、OECDにおいて、税務当局間の自動的情報交換について議論されている。

これは、国税当局が国内の金融機関から非居住者に関する情報を徴収し、外国の税務当

局との間で大量一括の情報交換を行う仕組みである。外国の税務当局に提供すべき情報

として、口座保有者の氏名・住所、口座残高、利子・配当等の年間受取総額に加え、納

税者番号が含まれる。したがって、自動的情報交換が実現すると、日本の金融機関は、

非居住者の開設している口座に、当該非居住者の納税者番号を付番することが必要とな

る。また、日本の居住者が外国の金融機関に開設している口座については、当該金融機

関を通じて国税庁に口座残高やマイナンバーを含む情報が提供されることになる。 

このような海外の動向がわが国の預金口座への付番に与える影響を注視していく必要

がある。 

 

また、医療費支払情報については、現状においては法定調書の対象となっておらず、

税務当局では把握されていない。今後、マイナンバーを付番して税務当局と情報連携す

ることにより、納税者が領収書等の添付書類を集計、提出する手間を省き、自動的に医

療費控除を受けることができる制度を構築することが考えられる。一方、医療費控除そ

のものの廃止に係る意見があることについて留意する必要がある。 
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5 個人情報保護と番号制度の利用拡大の調和 

番号制度の導入により、マイナンバーを用いた個人情報の追跡・名寄せ・突合が行わ

れ、集積・集約された個人情報が外部に漏えいするのではないかといった懸念やマイナ

ンバーの不正利用等により財産その他の被害を負うのではないかといった懸念等が示さ

れている。 

こうした事態を防ぐため、番号法において、特定個人情報(マイナンバーを含む個人情

報)の利用範囲の制限や特定個人情報保護委員会による監視・監督、特定個人情報保護評

価の実施、罰則の強化、マイポータルによる情報提供等記録の確認といった制度面の保

護措置が講じられる。また、個人情報の分散管理や符号を用いた情報連携、アクセス制

御、通信の暗号化といったシステム面の保護措置も講じられる。 

 

番号制度の利用範囲を民間事業者にも拡大させることで、更なる事務の効率化や国民

の利便性の向上が期待される一方で、個人情報保護の観点からリスクが増大する懸念も

ある。番号制度の利用範囲の拡大にあたって、制度面、システム面双方の保護措置が適

切に講じられるよう、実務面の課題を含めて検討すべきである。 
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【コラム 個人情報保護法改正と特定個人情報保護委員会の改組】 

 

近年、多種多様かつ膨大なデータ、いわゆるビックデータの収集・分析が可能となり、こ

のことが、新産業・新サービスの創出や我が国を取り巻く諸課題の解決に大きく寄与するな

ど、これからの我が国発のイノベーション創出に寄与するものと期待されている。しかし、

個人の行動・状態等に関する情報に代表される、パーソナルデータについては、その利用価

値は高いものの、自由な利活用が許容されるのかが不明確な「グレーゾーン」が発生・拡大

しており、十分な利活用が行われているとは言えない状況にある。こうした状況の中、2013

年9月、政府IT戦略本部の下に、「パーソナルデータに関する検討会」が設置され、2014年

6月に「パーソナルデータの利活用に関する制度改正大綱(以下、「大綱」という)」が取りま

とめられ、2015年1月以降の個人情報保護法改正に向けた道筋が示された。 

 

大綱において、①本人の同意がなくてもデータの利活用を可能とする枠組みの導入、②基

本的な制度の枠組みとこれを補完する民間の自主的な取組の活用、③第三者機関の体制整備

等による実効性ある制度執行の確保、といった枠組みが示された。①については、各国に先

駆けて、「個人が特定される可能性を低減したデータ」の条項が定められ、本人の同意を得ず

に利活用することを可能とすることとなった。②については、個人情報保護の対象となるも

のの明確化などの大枠は法令で定めつつ、民間主導による自主規制ルール策定・遵守の枠組

みが導入されることとなった。③については、専門的知見の集中化や法執行の確保のため、

第三者機関を設置することとした。第三者機関として、番号法に規定されている特定個人情

報保護委員会の所掌事務にパーソナルでの取扱いに関する事務が追加されることとなった。 

 

特定個人情報保護委員会は、委員の増員と事務局の体制の拡充を行い、現行の主務大臣が

有している個人情報取扱事業者に対する権限・機能に加え、指導、立入検査、公表等を行う

ことができることとするとともに、現行の主務大臣が有している認定個人情報保護団体に対

する権限・機能、自主規制ルールの認定等、個人情報に関わる広範な権限を有することとな

る。 
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＜ 別添：番号制度に係る実施スケジュール ＞ 

 

 

出典：世界最先端IT 国家創造宣言 工程表
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7  研究会の開催内容 

 

第56回会合 「私的年金制度の拡充について」 

（2014年3月5日） 「BEPSのハイブリッド・ミスマッチ取決め対応について」 

 「番号制度に係る検討について」 

 

第57回会合 「税に関する自動的情報交換について」 

（2014年4月23日） 「米国の個人退職勘定(IRA)の概要とわが国への示唆について」 

 「政府税調委員の株式課税強化提案の問題点について」 

 

第58回会合 「番号制度に関する最近の動向について」 

（2014年6月10日） 「番号収集の実務対応について」 

 「e-Taxの現状と今後の展望について」 

 

 

第59回会合 「個人情報保護法の改正について」 

（2014年7月25日） 「マイポータル・マイガバメント等の利用について」 

 

 

第60回会合 「預金口座への番号の付番について」 

（2014年9月25日） 「本年度報告書骨子について」 

 

 

第61回会合 「給付付き税額控除について」 

（2014年10月29日）「本年度提言について」 
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TEL:03-5213-4295 

担当：馬場 (bambay@keieiken.co.jp) 
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